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PFI事業の課題

民間からの発案の受付・評価民間からの発案の受付・評価

PFI事業としての適合性、

国民ニーズ

PFI事業としての適合性、

国民ニーズ

事業内容、リスク分担、

補助・融資等

事業内容、リスク分担、

補助・融資等

財政負担の縮減、

サービス水準の向上

財政負担の縮減、

サービス水準の向上

競争性、透明性、

性能発注、総合評価

競争性、透明性、

性能発注、総合評価

権利義務、リスク分担、

契約解除規定

権利義務、リスク分担、

契約解除規定

事業の実施、

サービスのモニタリング

事業の実施、

サービスのモニタリング

土地や施設等の移管土地や施設等の移管

土木インフラへの適用へ向けた課題

事業規模が大きい

法的な位置づけ

利用者が
不確定多数

事業期間が長い

自然環境の影響を
受けやすい

〈事業の特性〉 〈適用へ向けた課題〉

①多様なPPP手法の
　検討

②客観的な評価・
　選定手法の確立

③適切なリスク分担
　の設定

〈課題対応の視点〉

【研究のアプローチ】

「官民パートナーシップの確立」

① PFI手法を含む多様なPPP手法を対象

② 客観的、定量的な評価・選定手法の確立

③ 民間事業者の創意工夫を活かすリスク分担の設定

既往のPFI事業の課題と

土木インフラへの適用へ

向けた課題対応の視点より

研究のアプローチを抽出

※ PPP（Public Private Partnership）

公物管理法や会計法に
基づく制約

維持運営管理の問題や
需要の予測が困難

社会経済情勢の変化や
技術革新の予測が困難

地震や気象に起因する
不可抗力の予測が困難

資金の調達や事業組成
が困難

PFI事業の進捗はほぼ横這い

PFI法が施行されてからPFI事業は増加傾向にありましたが、平成14年度より

ほぼ横這い傾向となっています。

〔PFIとは〕

「PFI（Private Finance Initiative）とは、公共施設の建設、維持管理、運営等を

民間の資金、経営能力および技術的能力を活用して行う新しい手法です。
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〔PFIに関する動きとPFI事業の普及状況〕

PFI推進法成立

基本方針を策定・告示

「プロセス」「リスク分担」に関するガイドラインを

 とりまとめ

「VFM」に関するガイドラインのとりまとめ

PFI法改正法成立・施行（一部改正）

「契約」「モニタリング」に

 関するガイドラインの

 とりまとめ

H11.7

H12.3

H13.1

H13.7

H13.12

H15.6

PFI事業の件数は、日本PFI協会

のホームページで実施方針が

公開されているPFI事業

〔施設別の構成割合〕

63％

公共施設

公用施設

公益的施設

その他の施設
道路、鉄道、港湾、

空港、河川、公園、

水道、下水道、

工業用水道等

庁舎、宿舎等

公営住宅、教育文化施設、

廃棄物処理施設、医療施設、

社会福祉施設、厚生保護

施設、駐車場、地下街等

情報通信施設、熱供給

施設、新エネルギー

施設、リサイクル施設、

観光施設、研究施設等

特定の施設に限定

既往のPFI事業をみると、公益的施設の割合が高く、公共施設の割合は低くなって

います。現在、土木インフラへのPFI手法の適用はほとんどありませんが、事業内容

や地域の状況に応じたPFI手法等の活用が期待されます。
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